
（単位：千円）

資　　産　　の　　部　 負　　債　　の　　部

科      目 金      額 科      目 金      額

円 円

［流動資産］ [ 6,691,470,236 ] ［流動負債］ [ 2,218,441,325 ]

現 金 50,000 短 期 借 入 金 0

預 金 2,843,001,695 加 盟 店 未 払 金 1,497,932,496

会 員 未 収 金 1,908,413,788 未 払 金 513,106,205

会 員 未 収 金 リ ボ 271,190,850 預 り 金 5,782,921

未 収 入 金 1,301,635,019 未 払 費 用 43,639,715

営 業 貸 付 金 295,808,825 未 払 法 人 税 等 27,359,200

会 員 延 滞 金 150,660,857 未 払 消 費 税 1,308,500

貯 蔵 品 5,980,889 前 受 金 0

立 替 金 317,090 仮 受 金 27,162,624

仮 払 金 26,209 前 受 収 益 1,960,264

前 払 費 用 0 賞 与 引 当 金 4,900,000

未 収 収 益 55,156,042 利息返還損失引当金 43,348,000

繰延税金資産(流動) 0 販 売 促 進 引当金 51,291,000

貸 倒 引 当 金 △ 140,771,028 保証債務損失引当金 0

リース債務(流動) 650,400

［固定資産］ [ 1,874,975,841 ]  [固定負債] [ 478,087,395 ]

（有形固定資産） ( 19,104,422 ) 退 職 給 付 引 当 金 27,158,200

建 物 附 属 設 備 11,227,496 役員退職慰労引当金 14,575,000

器 具 備 品 5,166,926 繰延税金負債（固定） 434,294,595

リース資産(有形) 2,710,000 リース債務(固定) 2,059,600

負　債　合　計 2,696,528,720

（無形固定資産） ( 2,091,024 ) 純　資　産　の　部

電 話 加 入 権 2,091,024 株主資本

ソ フ ト ウ エ ア 0  [資本金] [ 90,000,000 ]

90,000,000

 [資本準備金] [ 10,000,000 ]

10,000,000

（投資等） ( 1,853,780,395 )  [資本剰余金] [ 292,129,983 ]

投 資 有 価 証 券 1,815,640,795 292,129,983

出 資 金 4,000,000  [利益剰余金] [ 4,332,133,013 ]

長 期 前 払 費 用 0 25,000,000

敷 金 27,489,600 4,307,133,013

差 入 保 証 金 2,600,000 別 途 積 立 金 2,951,000,000

そ の 他 投 資 32,790,000 繰 越 利 益 剰 余 金 1,356,133,013

繰延税金資産(固定) 0

貸倒引当金(ｺﾞﾙﾌ会員権） △ 28,740,000 評価・換算差額等

 [その他有価証券評価差額金] [ 1,145,654,361 ]

5,869,917,357

資　産　合　計 8,566,446,077 負債・純資産の部合計 8,566,446,077

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
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資 本 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）有価証券の評価基準および評価方法

「金融商品に係る会計基準」の導入に伴い、有価証券は保有目的別に区分し、

各評価基準により計上しております。

　　　　その他有価証券

１．時価のあるもの 　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

　全部資本直入法により処理し、売却原価について

　は移動平均法により算定しております。）によっ

　ております。

２．時価のないもの 　移動平均法による原価法によっております。

　 (２) 棚卸資産の評価基準および評価方法 　先入先出法による原価法によっております。

　（３）固定資産の減価償却方法

有形固定資産 　平成19年3月31日以前取得分
　法人税法の規定による旧定率法、ただし、平成10
　年4月1日以降取得した建物については、旧定額法
　平成19年4月1日以後取得分
　法人税法の規定による定率法、ただし、建物につ
　いては、定額法

無形固定資産 　法人税法の規定による定額法

　（４）引当金の計上方法

１.貸倒引当金 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般

　債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討

　し、回収不能見込額を見積り計上しております。

２.保証債務損失引当金 　保証債務に係る損失に備えるため、実績率により

　損失負担見込額を計上しております。

３.賞与引当金 　従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、

　支給見込額に基づき計上しております。

４.退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため退職給付債務（当

　社退職金規定による自己都合退職による期末要支

　給額）に基づき計上しております。

５.販売促進引当金 　カード使用に応じて付与されるポイントの金品と

　の引換請求に備えるため、実績率に基づき計上し

　ております。

６.利息返還損失引当金 　利息制限法の上限金利を超過した金利の返還請求

　に備えるため、返還見込み額を見積り計上してお

　ります。

７.役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職

　慰労金支給基準に基づく期末要支給額相当額を計

　上しております。

　（５）消費税および地方消費税の会計処理   税抜方式によっております。

個　別　注　記　表



２．貸借対照表に関する注記

　（１）有形固定資産の減価償却累計額 円

　（２）保証債務 円

　（３）クレジットカードに付帯するカードローン、キャッシングにつき、

　　　　顧客に付与した限度額の範囲内で現金が自由に引き出される貸出

　　　　コミットメントの額から実行残高を差し引いた額 円

３．１株当たり情報に関する注記

　（１）１株当たり純資産額

　（２）１株当たり当期純利益

４．当期純損益金額

当期純利益

51,016,111

0

15,631,201,175

81,940千円

25,677円68銭

358円44銭


